
Crunch time―決断の時シリーズ

2025年の経理財務部門（改訂版）
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「私は状況が変われば意
見を変える。さて、君なら
どうするかね。」

ジョン・メイナード・ケインズ



新たな現実に直面する経理財務部門

COVID-19はビジネス革新を加速させ、完全リモート

ワークという概念のストレステストとなりました。業界内

での集約が進み、2021年最初の5ヵ月における世界

のM&A活動は、過去最高の2.4兆ドルに達しまし

た1。また、企業が昨年調達した資本額は、過去最

高となりました。2021年度第1四半期末のS&P500

企業における非金融資産は現預金ベースで2兆ドル

を超えました2。

ビジネスの世界における変化は今に始まったことで

はありません。しかし、今日における現実は確かに

今までと異なるもののように感じられます。成長と

効率性を促す潜在的な投資機会がとても多く、

市場動向が依然として不確実な中、CFOはあらゆ

ることを理解し、次に何が起きるのかを特定しよう

と奔走しています。

2018年、デジタル・ディスラプション（創造に向けた

破壊・革新）が自身の変容を加速させている中、

デロイトはCrunch timeレポート「2025年の経理財

務部門」の中で8つの動向を予想しました。現在は

その予想の途上にいます。全てのことが変化し、さら

にまたそこから変化したことを鑑みると、今こそが、こ

れらの予想を見直す時期であると言えます。

最近の市場動向を踏まえ、私たちの予想はどのように修

正されたのでしょうか。経理財務部門が短期的に向かう

先において、現時点の最良の考察はどのようなものでしょ

うか。新たな機会をつかんでリスクを低減するために、経

理財務部門のリーダーには今何ができるのでしょうか。

これらは、本レポートでとりまとめた疑問の一部です。私た

ちの目標は以前の予想を採点することではなく、現状か

ら未来に向けた示唆を整理し、CFOが適切な準備ができ

るよう支援することです。このことを心に留めながら、2025

年の経理財務部門に対する私たちの見解を紹介します。

3



4

デロイトの2018年度版レポートを新たな目線で見

直してみると、「私たちが示唆したよりも当時の予測

は相互に強く影響し合った」という一つのインサイト

が際立ちました。

つまり、自動化によって新しいサービス提供モデルの

支援が可能となりました。その自動化は基幹システ

ム（ERP）のアップグレードによって実現できるかもし

れません。セルフサービスやより迅速な報告サイクル

がもたらした恩恵によって、経理財務部門の役割を

変革できるようになります。そしてそれら全ては、

良質なデータ、そしてスキルのある従業員に依存す

るのです。

このことは、CFOにとって何を意味しているのでしょう

か。単に一つや二つのことを十分に上手くやってもお

そらく成功しないでしょう。個々に独立して仕事をし

ても、同様にうまくいかないでしょう。経理財務部門

の将来は、機能横断的な運営や、能力の適切な

掛け合わせ、そして堅固なデータ基盤の確立にか

かっており、それが、組織が将来成功するかどうかの

分かれ目になります。

複数の分野に跨り活躍することは無理難題のよう

に聞こえるかもしれません。しかし、それは見かけより

も簡単なことかもしれません。何か一つの分野で獲

得したものが増幅効果を生み、他の分野の成長を

促す可能性もあります。鍵となるのは、（進化して

いるビジネスニーズと既存の経理財務部門の能力

に基づいて）どこに賭けるべきかを知り、総合的に

変化に対応することです。着実な進歩を重ねれば、

あるべき場所にたどり着くことができます。

数年前に経理財務部門の動向についての私たち

の考えを知らしめたデジタル・ディスラプション（創

造に向けた破壊・革新）もまた、加速しました。

そしてあらゆる兆候により、デジタル・ディスラプショ

ンの継続的な加速が示唆されています。不確実

な未来における経理財務部門の立ち位置がどう

なるかは依然として分からないままですが、進むべ

き道は明確になりつつあります。

複数の分野に跨り活躍することは

無理難題のように聞こえるかもしれ

ません。しかし、それは見かけよりも

簡単なことかもしれないのです。
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2018年の予想

自動化やブロックチェーンが経理財務業務のよ

り深い部分に浸透するとともに、各取引はタッ

チレスになっていくでしょう。作業を簡素化し、

人々は定型作業から解放され、より高い付加

価値を生み出すようになります。経理財務部

門がビジネスに沿った業務プロセスやガバナンス

モデルを自動化するシステムの設計、設定およ

び維持に注力するにつれ、従来のプロセスは姿

を消していくでしょう。

2021年の現実

プロセス標準化とデータアーキテクチャへの投

資の欠如が自動化の減速を招きましたが、そ

れでもまだ速いペースで進行しています。個別

の活動を自動化したことで、経理財務部門

はより複雑なプロセスに注力し始めました。ブ

ロックチェーンに対する懐疑的な態度はその

利用を限定的にさせましたが、サイバーセキュ

リティと自動化のおかげで、一部のCFOは、ブ

ロックチェーンの導入に前向きになってきていま

す。

2025年の推測

ファイナンスファクトリーは、ビジネスの戦略や

決定を周知するために、ビッグデータやアナリ

ティクス、予測モデリングの利用に注力して

いくでしょう。完全自動のバックオフィスを持

つ経理財務機能は、2025年まではほとん

ど現れないと予想する一方で、日常業務は

ERPシステムやその他の方法によって自動化

が容易になり、経理財務部門は制限から

解放され、計画や予測、その他の高付加

価値業務に対しても自動化を適用できるよ

うになるでしょう。

ファイナンスファクトリー
経理財務業務が引き続き自動化に向かう一方、焦点はオペレーションの側面から提供するインサイトへ推移するでしょう。

自動化は、サイロ化した活動ではなく、複数のビジネス分野に影響を及ぼすエンド・ツー・エンド・プロセスをターゲットにしてい

くでしょう。導入費用がかかることと、実証されたユースケースが欠如していることから、ブロックチェーンは予想ほど急速には伸

びないと思われるものの、信頼性の高いタッチレス取引記録の要請は時間とともに高まるでしょう。
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ファイナンスファクトリー

検討事項

ファイナンスファクトリーは、ビ

ジネスの戦略や決定を周

知するために、ビッグデータ

やアナリティクス、予測モデ

リングの利用に注力してい

くでしょう。

ファイナンスファクトリーは、基本業務の自動化からエンド・ツー・エンドの業務プロ

セスの再構築へと進んでおり、結果としてよりよいビジネスインサイトの創出につ

ながっています。これこそが、自動化におけるイノベーションが向かっているゴールで

す。ただし、コスト効率性は引き続き、極めて重要な要素です。新しい機能を

導入しながらも、同時にサービス提供コストを継続的に削減していかなければ、

批判の的となる恐れがあります。

行動リスト

非戦略的な経理財務プロセスを100%標

準化しましょう。これは、お使いのERPまたは

経理財務アプリケーションのカスタマイズ不

可の標準機能を通じて実行されることが理

想です。

自動化の価値を証明できるようなユースケース

を明らかにして、それがどのように機能するかを

説明しましょう。志は大きく、スタートは小さく。
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2018年の予想

大部分の業務が自動化されるにつれ、経

理財務部門はシナリオプランニング、複雑

な予測およびデータ可視化を含むビジネス

のインサイトとサービスを倍加させるでしょう。

事業部と連係したチームは、 より複雑な意

思決定に焦点を当て、必要に応じて臨機

応変に行動します。意思決定に必要な情

報は「ジャスト・イン・タイム」で示され、全体

的な経営意思決定のプロセスに完全に統

合されます。

2021年の現実

COVID-19の期間、俊敏性と適応性次第

で、勝者と敗者が分かれました。パンデミッ

クの大きな課題に直面したことで、ステップ

アップした経理財務部門もあれば、そうで

ない部門もありましたが、いずれにせよビジ

ネスリーダーが今後期待することは、経理

財務部門が多様な将来シナリオに対して

準備ができていることです。単一の戦略を

設定して世界全体の状況と関連の無い

一直線の道を進む余裕はありません。

2025年の推測

自部門のケイパビリティ強化のため、経

理財務部門はいかなる状況でも業務

を遂行するため自部門の支援パート

ナーを離さず、特定領域やCoE、および

外部ベンダーにある程度の業務責任を

強いるようになるでしょう。リアルタイム

情報の実現が近づき、ビジネス分析が

自動的に生成されるように、テクノロ

ジーもまた、経理財務部門が不確実性

に対処して価値提案を実行する助けと

なります。

経理財務部門の役割
私たちの予想通り、経理財務部門は、サービス、アナリティクスおよびビジネスインサイトに一層注力します。これら全てに新

しい能力が要求されます。CEOは、パンデミック期間と同様、引続き経理財務部門にビジネスパフォーマンスの総合的な

見解を求めるでしょう。経理財務部門のプランナーは業務要素を財務モデルに織り込んだうえで、潜在的な売上や損益

のインパクトを評価する必要があるでしょう。（ビジネスターゲットは動き続けているとしても）
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経理財務部門の役割

検討事項

経理財務部門のプランナー

は業務要素を財務モデル

に織り込んだうえで、潜在

的な売上や損益のインパ

クトを評価する必要がある

でしょう。（ビジネスターゲッ

トは動き続けているとして

も）

経理財務部門は、アジャイルであり続け、その他のファンクションと密接に連携し、

何がビジネスを推進するのかを知っていなければいけません。さもなければCEOは、

別の場所から助言を得ようとすることでしょう。この点において、テクノロジーは経

理財務部門の助けとなりえますが、まだまだ多くの対処すべき課題も残ってます。

COVID-19によって促進した自動化による恩恵は、概してリモートワークで仕事を

続ける助けにはなったものの、予測分析を生み出したというわけではありませんで

した。（予測分析のケイパビリティは既に存在するにも関わらず）

行動リスト

経理財務部門が、適切なデータ基盤、

テクノロジーおよび人材を持ち、拡張し

た役割を担えるようにしましょう。

デリバリー課題の低減、需要急増の対

応、専門領域の追加によって、企業の

レジリエンス向上に貢献する動的なパー

トナーネットワークを構築しましょう。
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2018年の予想

経理財務データはリアルタイムで処理されます。

実績値と予想値の両方を要求に応じて即座

に提供できるようになると、従来型の周期的

な財務報告の意義は低下します。経理財務

部門は依然として外部の要望に応えて周期

的な報告を行う必要がありますが、先進的な

財務管理部門は、期末は存在しないという

新しい考え方で運営することになります。予想

は毎月や毎四半期の単位では行わず、全て

リアルタイムで実施します。

2021年の現実

企業は決算処理スピードを高める努力をして

きましたが、それでも、月次のプロセスでその

時点のみに有効な主要情報を得るというの

が精一杯です。決算締めは存在せず、全て

の情報がリアルタイムで計上されるというよう

な継続会計のコンセプトに基づくリアルタイム

の報告は、現在までにそれほど牽引力を得て

はいません。しかし、インメモリーコンピューティン

グを搭載したクラウドベースのERPによって、そ

の実現に近づくでしょう。

2025年の推測

業界内の集約が進み、新しいビジネスモデ

ルが作られ、そしてパンデミック後の経済がサ

プライチェーン、テクノロジーおよび労働力の

制約に対応することに合せて、周期外の報

告の需要が加速するでしょう。経理財務部

門は、周期的な報告を効率よく行う一方で、

周期外のインサイトを提供する必要がありま

す。テクノロジーがそれを支援しますが、望む

結果を得ることは容易ではありません。

経理財務業務のサイクル
リアルタイムの財務データが依然道半ばである中、四半期報告は、意思決定のためによりタイムリーな情報を必要とする

投資家や経営陣にとって、意義を徐々に失っていきます。経理財務部門は、高度化された報告要件を満たしつつ既定

の決算サイクルでの結果報告ができるという点で、アジャイルであり続けることが期待されるでしょう。
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経理財務業務のサイクル

検討事項

短期間に焦点を合わせ

るのは、直近の結果を得

るということより、商業上

の意思決定をもたらす予

測や分析のためなのです。

月次決算処理にあまりエネルギーを注いでいない経理財務部門もありますが、

それでも月次決算処理はほとんどの企業において膨大な時間を浪費していま

す。助けとなるプラットフォームやデータ基盤、財務ルーチンが概ね無いことから、

実績と予測のリアルタイムでの可視化は今でも熱望されています。短期間に

焦点を合わせるのは、直近の結果を得るということより、商業上の意思決定

をもたらす予測や分析のためなのです。

行動リスト

上流の非財務データシステムに存在している

ことが多い、ビジネスパフォーマンスを推進する

指標を特定し、追跡しましょう。そして、なぜ

経理財務部門がこの情報を必要としている

かを論証しましょう。

報告戦略において、環境的、社会的およ

びガバナンス的な面での開示内容を軽視

してはいけません。これらは株価に影響する

可能性がありますが、リアルタイムで報告す

る必要はないでしょう。
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2018年の予想

予算の問合せから報告書作成までのさまざ

まな活動が自動化され、セルフサービスが標

準になります。ビジネスパーソンは基本的な

財務質問の回答をスマートフォンですぐに得

るようになり、やがては、デジタル（スマー

ト）エージェントの方から率先して情報が届

くようになります。表計算ソフトのデータは、

直感的に把握しやすく、使いやすい視覚的

に有用な情報に置き換えられることでしょう。

2021年の現実

現在、多くの企業がスマートフォンを使用した

一定時点の（静的な）報告書へのアクセス

を許可していますが、リクエストを調整できな

いため、何の情報を探しているのかを正確に

把握している必要があります。単純に質問す

ること（例：ヨーロッパで利益率を上げるには

どうすればよいか）ができず、判断材料となる

インサイトを得ることはできません。また、これら

のインサイトが向こうから率先して届くことはま

ずありえません。拡大し続ける情報の海をかき

分け、何が大事かを判断する必要があります。

2025年の推測

セルフサービスの未来は、事前に準備された

報告書をより多くダウンロードすることについて

ではありません。質問者が何を必要としてい

るかを質問される前に把握しているプッシュ

型テクノロジーと、複雑なデータを理解する助

けとなる可視化ツールについてです。それには

また、デスクトップシステムとスマートフォンの高

まる能力によって実現されるだろうデリバリー

チャネル全体にわたる共通経験を必要としま

す。チャットボットの兆しは依然見えてはいま

すが、おそらく2025年までに経理財務部門

で普及することはないでしょう。

セルフサービス
経理財務部門は、セルフサービスデータの利用については今後も不安を感じると予想されますが、セルフサービスを報告要

件や特別な要求を合理化する方法の1つとして受け入れるでしょう。経理財務部門はビジネスとの協働により多くの時

間を費やすことになり、セルフサービスツールとシステム間の相違を調和していくでしょう。トリガー起動のアラート と自然言

語処理は、セルフサービスアプリケーションにおいて一般的になります。
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セルフサービス

検討事項

セルフサービスの未来は、

質問者が何を必要として

いるかを質問される前に把

握しているプッシュ型テクノ

ロジーと、複雑なデータを理

解する助けとなる可視化

ツールについてです。

セルフサービスは付加価値の無い作業を削減する助けとなる可能性があります

が、データ解釈や情報源の信頼性の課題を引き起こす可能性もあるため、経理

財務部門はマス向けに未検証データをリリースすることに消極的です。セルフサー

ビスを普及させるには、CFOは強力なデータガバナンスと標準化されたレポーティン

グが必要になる箇所を判断し、これらの条件に合わない財務データを手放す用

意がなければなりません。

行動リスト

効率化とビジネスインサイトへ注力しましょう。

限定的な価値の報告書をどこで作成していま

すか。現時点で、報告したくてもできていないの

はどの部分ですか。

セルフサービスのケイパビリティをパイロット運

用しましょう。その価値を証明し、わずかでも

いくつかのウィンを生み出します。これによって

そのテクノロジーに自信を持ち、他のリーダー

を仲間に入れることができるようになります。
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2018年の予想

ロボットやアルゴリズム等の新しいサービス提

供モデルが登場し、フリーランス事業者やギ

グワーカー、クラウドワーカーが拡大した経理

財務の労働力に加わります。企業は業務

のオンショア化とオフショア化を比較し、自

動化による経済合理性検証します。

2021年の現実

COVID-19の初期では、効果的なコラボ

レーションツールと明確に定義された業務

プロセスを備えた分散した経理財務の労

働力を持つことの利点が強調されました。

また、あらゆる場所の人々が企業ネット

ワークにリモートでアクセスしたことから、デー

タセキュリティの決定的な重要性も強調さ

れました。パンデミック後、多くの企業は急

激な成長を現行FTE（Full-Time 

Equivalent；フルタイム当量）で対応し

なければならず、従来の採用チャネルによ

るオープン経理財務ポジションの採用に苦

労しています。

2025年の推測

広く分散した労働力によって、経理財務部

門はグローバルの人材プールや専門リソース

にアクセスするようになります。また、それに

よって、フリーランス事業者やギグワーカーの

利用が増加します。企業は新しいケイパビリ

ティを重要視するようになり、一部のCFOは

エンド・ツー・エンドプロセス、オンデマンドのケ

イパビリティ、および外部パートナーネットワー

クの連携を強調する「セントラルオフィス」モデ

ルを採用します。そのために、CFOは歴史的

に他で管理されていた責任を吸収することに

なるでしょう。

サービス提供モデル
コスト削減は歴史的に財務サービス提供モデルに対する変化のドライバーでした。経理財務部門のコアケイパビリティの

拡大、および経理財務部門が他機能と協力して提供できる内容の拡大を新しいモデルとして目指す中、このような

コスト削減の動きは更に進むでしょう。パンデミック期間にその価値を証明したリモートワークは今後も残り、先進的な

経理財務部門はそれを取り入れるでしょう。
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サービス提供モデル

検討事項

経理財務部門のコア

ケイパビリティの拡大、

および経理財務部門

が他機能と協力して

提供のできる内容拡

大を新しいモデルとし

て目指す中、このよう

なコスト削減な動きは

更に進むでしょう。

100パーセント仮想空間による決算処理等、ほとんどのCFOが可能だと考えて

こなかったことが、2020年にテストされ、幅広く実証されました。今や、経理財務

リーダーは、従業員がリモートワークにおいてのニーズに対応しながら、リモートワー

クのコスト効率性を確保しようとするでしょう。従業員が世界中に分散されるに

つれ、数十人以上規模の経理財務部門の人員がいたフロアは閑散になるかも

しれません。

行動リスト

COVID-19後に反射的に従来のサービス提供

モデルに戻らないようにしましょう。これをマネー

ジドサービスや人材モデルの見直しなど、新し

い働き方を検討する機会にしましょう。

経理財務部門とそのサポートパートナーが危機

において迅速で十分に情報を得た決定を下す

支援をすることができる、機能横断のコラボレー

ションツールおよびプロセスを導入しましょう。

15

01

02

03

04

05

06

01

01

07

08



2018年の予想

ERPベンダーは自らの製品に、最新技術を組

み込んでいますが、それでも競合他社を出し

抜くことはできないでしょう。新規事業者は

ERPプラットフォーム内に設置された（そして統

合された）専用アプリケーションやマイクロサー

ビスを携えてERPスペースに参入する中、方向

転換をするための状況を模索しましょう。クラウ

ドベースのERPは常に最新版に更新された状

態であることを保証することに役立ちます。

2021年の現実

専用アプリケーションやマイクロサービスがより洗

練されてきた中、ERPの大手ベンダーは急速度

で新機能の追加と競合企業の買収を行い、

状況を好転させました。3 競争は主に、非経

理財務専門家にユーザーフレンドリーなインター

フェースを提供するクラウドベースのソリューション

上で起きています。主要ベンダーは毎年数回

の大規模システムアップデートを行い、センシン

グやAI、機械学習およびロボティクスなどのコ

グニティブ機能を組み込んでいます。

2025年の推測

ERPの大手ベンダーは最新ケイパビリティを取

り入れ続け、自社ビジネスモデルへの脅威を処

理することで、ERPにより多くのデータをもたらし

ます。彼らはサイバーリスクを低減するためにブ

ロックチェーンの利用を開始し、分散型台帳技

術は経理財務運用とその導入コストの削減に

深く押し進めます。クラウドベースの財務ERPは、

バックオフィスコストセンターからフロントオフィス

ドライバーへとビジネス価値を変化します。

基幹システム（ERP）
ERPベンダーは買収や機能強化を通して、専用アプリケーションやマイクロサービスからくる競争の大部分を回避しました。

ERPの大手プレイヤーは今後も最新ケイパビリティを取り込み続け、ワンストッププロバイダーとしてマーケットシェアを伸ばす

でしょう。また、今後はサービスがより一層クラウド化が進むため、オンプレミスのサポートは無くなるでしょう。
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基幹システム（ERP）

検討事項

ERPの大手ベンダーは、今

後も最新ケイパビリティを取

り込み続け、ワンストッププ

ロバイダーとしてマーケットシェ

アを伸ばすでしょう。

ERPは引続き経理財務の業務自動化とデジタル変革を推進します。新しいケ

イパビリティがERPアップグレードの一環として利用可能な場合には、組織はそ

れらを受け入れる傾向があります。しかし、ゼロからそのようなケイパビリティを構

築したいと思っているのは少数で、彼らは失敗する可能性のある未検証のもの

には投資したくないと考えています。

行動リスト

自社の経理財務技術を詳しく調べて、ど

れを本当にカスタマイズするべきかを判断し

ます。ほぼ全てのニーズに対して 、ソリュー

ションは既に存在します。

クラウドベースのERPへの移行がまだの場

合、移行を加速しましょう。クラウドは継

続的な技術改善をもたらすだけでなく、エ

ンド・ツー・エンド・プロセスを標準化し、主

要活動を自動化させ、データセキュリティ

を向上させる機会も提供してくれるでしょ

う。
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2018年の予想

データの整理、統合に向けて必要な労働力を

投入している企業はほとんどありません。2025

年にはいまだに多くの企業がデータ統合や完全

性について苦労しているでしょう。 API

（Application Programming Interface）

は拡散しますが、課題に対応するには不十分

でしょう。自動化とコグニティブツールによって、

散乱したデータのクリーニングは容易になります

が、それでも困難で面倒な作業が必要になり

ます。

2021年の現実

私たちは、2025年の時点でも企業は苦労

していると述べましたが、私たちの予想は正

しい方向に進んでいるようです。良質のデー

タを集めるためには、リーダーの号令に加え、

プロセスと組織の変更が必要です。ほぼ全

ての人がデータに不満を表している一方で、

ソリューションにたどり着いた人はあまりいま

せん。ERPのアップグレードは、問題を解決

するのでしょうか。データフィード（データを特

定フォーマットに変換し、提供・活用するこ

と）が根本原因なのでしょうか。答えを導き

出すことは決して簡単ではありません。

2025年の推測

自動化されたAIシステムに不適切なデータフ

ローがあると、効率的な結果は生まれず、実

用的なビジネスインサイトに繋がりません。

自分のデジタル変革ゴールを達成するには、

経理財務部門には強力なリーダーが監督す

る企業のデータ戦略が必要となります。また、

プロセスの強化とチェンジマネジメントのスキ

ルも必要になります。そうでない場合、回避

ソリューションはこれまで以上に複雑なものと

なってしまうでしょう。

データ
データはビジネスインサイト、自動化およびタッチレス運用の源であることから、標準化された高品質なデータは今後さらに

重要となります。経理財務部門は、データの整合性確保と適切なガバナンス戦略設定の権限を持つデータ専門家主導

のもと、大規模データのクリーニングの取組みを倍加させるでしょう。多くの企業が、自社のコアデータアーキテクチャの修正

をクラウドベースのERPに頼るようになります。
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データ

検討事項

経理財務部門は、データの

整合性確保と適切なガバ

ナンス戦略設定の権限を

持つデータ専門家主導の

もと、大規模データのクリー

ニングの取り組みを加速さ

せるでしょう。

経理財務部門が企業の意思決定を推進する真の戦略家であるためには、

利益率を上げ、サプライヤーに対してレバレッジを増大させ、顧客要求に応える

ために企業が何をするべきか等を、まだその時間があるうちに企業に提言しな

くてはなりません。そしてこれは、良いデータが無ければ実現しません。また、デー

タの問題はテクノロジーのみでは解決しません。それらを解決するには、経理財

務部門が主導して、正しいデータ基盤について議論をする必要があります。

行動リスト

取引プロセスと報告要件の両方を支援する

財務データモデルを定義しましょう。分析を支

援するため、運用データも盛り込みましょう。

自社のデータを資産と捉え、それを改善するために

時間とリソースを投資しましょう。そのためには、経

理財務部門とその他部署間のインセンティブの調

整や、CIO以外の経営幹部へのデータ品質責任

の割り当てなど、経理財務部門が主要な役割を

担う必要があるかもしれません。

19

01

02

03

04

05

06

01

01

07

08



2018年の予想

経理財務部門の人材モデルは、データサイエン

ティストやビジネスアナリスト、ストーリーテラーが

重要視されるようになっています。ルールに基づ

く業務は大部分が自動化され、注力するポイ

ントはビジネス面の分析や例外的な調査に移

行します。予測モデルやセルフサービス型の報

告、デジタルアシスタントなどのツールが、経理

財務部門メンバーの戦略的な助言を提供する

品質を向上させます。

2021年の現実

人材こそが成功の鍵であり、経理財務部門

における重要な能力には、ロボティクス、コミュ

ニケーション、そしてプロセス管理が含まれるよ

うになりました。さらに、破壊的革新な出来事

が新しいビジネスや収益モデルを生む中、ビジ

ネス世界における変化のスピードは加速してい

ます。これら全てが、トップ人材を巡る争いを

生んでいます。

2025年の推測

経理財務部門は、依然として従来の経理財

務および会計スキルを必要としています。しか

し、運用、技術、エンジニアリングなどの分野

から得られる能力を持った従業員も必要とな

ります。そのような人材を得るためには、経理

財務部門は自身の価値ポジションを磨いて

人材の層を拡充する必要があります。ビジネ

ス感覚やサービス意識、そしてデジタル見識を

持った人材の需要は高まるでしょう。

労働力と職場
私たちの予想通り、企業はより多くのデータサイエンティストを雇用しました4が、経理財務部門ではそうではありませんで

した。ただし、データサイエンティストは、データの統合および分析において経理財務部門とより一層協働するようになりま

す。IT部門への依存度を下げるため、経理財務部門はデジタルツールを活用してインサイトを生み出すことのできる人材

の雇用を強化します。また、ハイブリッド型の勤務が一般的になるにつれて、仕事はますますリモートで行われるようにな

ります。
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労働力と職場

検討事項

人材こそが成功の鍵であり、

経理財務部門における重

要な能力には、ロボティク

ス、コミュニケーション、そし

てプロセス管理が含まれる

ようになりました。

進化し続けるビジネスニーズを支援するため、経理財務部門は企業全体にお

ける優秀な人材の受入部門であり、輩出部門でなければなりません。そうある

ことで、いくつかの役割におけるチームメンバーのライフサイクルは短くなりますが、

問題解決をするリソースを引き込む経理財務部門の影響力と能力は拡大し

ます。

行動リスト

経理財務部門の「チーフ人材オフィサー」を任命

し、深い財務知識と、革新的で進化する技術

を最適化する能力を持つ人材のソーシングと開

発を担当してもらいましょう。

経理財務部門の目的と価値によって生まれる

経験のタイプを考察しましょう。そしてトップ人材

が希望する経験と現実の間のギャップを評価

（およびそのギャップを埋める努力を）しましょう。
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「未来は、かつてのような
未来ではない。」

ヨギ・ベラ
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おわりに

23

未来に何が待ち受けているかは誰にも分かりませんが、Crunch timeレポート「2025年の経理

財務部門」の期限が近づくにつれ、私たちは自身の予想に対し確信を強めるようになりました。

未来に備えた最善策は、起こりそうなことを推察して、それを自社の財務ビジョンや企業戦略

と比較することです。ボトルネックはどこにあるでしょうか。変革のジャーニーにおいて、どの側面に

再検討が必要でしょうか。

これらの質問について深く考えるときには、完璧の答えを目指すことよりも、経理財務部門がビジ

ネスに提供する情報を改善し続けていることに心を配りましょう。継続的な改善意識を持つこと

で大なり小なり違いを生み出せるでしょう。

2018年度にリリースした「2025年の経理財務部門」の結びに述べている通り、「より大きな価値

を生み出したいと考える経理財務部門にとっては、極めて有望な未来が待っています。その段階

に達するまでの道のりは順調・容易には進まないかもしれませんが、刺激的なものであることは確

実です。」それについては間違いありません。
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